



































A Study of SAMSUNG ELECTRONICS-Focus on 

























電子の年次報告書によると、2011 年 12 月期の売上高は 165 兆 18 億ウォン、本業の儲けを







に立っている1。また、「サムスン電子が 2012 年１-３月期に携帯電話 9,350 万台（シェア
25％）を販売し、14 年間にわたり１位を守ってきたノキアを上回った」と報じている2。 
一方のＬＧ電子は、2009 年に売上高 72 兆 9,523 億ウォン、営業利益４兆 2,034 億ウォン





表１ 日韓二大メーカーの業績推移 単位：億円、10 億ウォン 
 2000 年 2005 年 2010 年 2011 年 
売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 
ソニー 73,148 2,253 74,754 1,913 71,813 1,998 64,932 ▲673 
パナソニック 76,816 1,884 88,943 4,143 86,927 3,053 78,462 437 
サムスン電子 43,528 9,060 80,630 7,575 154,630 17,297 165,002 16,250 
ＬＧ電子 22,716 904 44,445 1,720 55,754 176 54,257 280 
（出所）各社年次報告書による。（注）日本は翌年３月期、韓国は同年 12 月期。 
 
  

















































表２ サムスン電子の地域別業績の推移 単位：10 億ウォン 
  
2000 年 2003 年 2006 年 2009 年 









輸出 6,280 4,878 5,202 8,689 
アジア 5,419 141 18,870 322 26,585 529 20,707 900 
中国 - - - - - - 23,760 1,372 
北米 11,197 384 13,005 163 17,985 164 33,709 693 
欧州 7,007 57 12,961 97 21,461 538 36,183 1,519 
アフリカ 69 ▲ 3 209 10 547 12 - - 
連結調整 - 244 - ▲ 22 - 337 - ▲ 67 
連結合計 43,528 9,060 64,817 6,296 85,426 9,008 138,994 11,578 
（出所）韓国金融監督院およびサムスン電子ホームページの監査報告書をもとに作成。 












資本利益率 ＝ 利益／資本 ＝ 利益／売上 × 売上／資本 















1996 年、サムスン電子が 256 メガＤＲＡＭを世界で初めて開発したことは、韓国内はも
ちろん、世界中を驚かせた事件だった。単に、ＤＲＡＭで日本より先に開発したという以
上に意味があった。韓国が日本より先に製品開発をしたことは、それまで一度もなかった




























































































合計 1,055 1,308 1,656 2,002 3,436 3,797 3,967 3,920 3,895 4,050 
（出所）サムスン電子 30 年史[1999]および姜明均[1994]による。 













物流体制を整え、商品の配送時間を従来の 18 時間から３時間に、平均在庫日数も 60 日か
















回収のために回収センターを設立した。サービスセンター網も拡大され、92 年末には 94 ヵ
－ 8 － 
所に達し、93 年から全国無料配達制度を実施した12。 
 1996 年の流通市場の完全自由化を控え、代理店の経営安定と競争力の強化を図ることを
目的に、93 年に「代理店経営諮問会議」を発足、また 94 年に全代理店主を済州島に招請
し「新経営セミナー」を実施、翌 95 年に経営管理システムを開発して全代理店に無償配布、
業界初の代理店経営年金制度を実施した。さらに、サービスセンター網の拡大が図られ、
国内最大の 103 の直営サービスセンターと、約 2,000 のアフターサービス指定代理店網を
























－ 9 － 
や車両による巡回移動サービスの増強、そして代理店以外の直営サービスセンターを 27
カ所に増設した。一般営業組織である連絡所は 1970 年代初期には 10 カ所に過ぎなかった










































いる（趙[2007]）。「家電製品小売業」の店舗数も 96 年 21,527 店を最大に、その後減少に転
じ、2009 年 6,100 店までに減少している。一方、１店舗当たりの年間販売額は、３億 2,500





表４ 家電品卸売業と小売業の動向 単位：億ウォン 
  
1986 年 1996 年 2001 年 2005 年 2009 年 
店舗数 年販 店舗数 年販 店舗数 年販 店舗数 年販 店舗数 年販 
家電製品・部品卸売業 1,795 8,759 2,811 33,538 2,760 62,983 2,865 68,926 3,113 94,710 
通信装備・部品卸売業 － － － － － － － － 2,072 73,252 
家電製品小売業 13,184 14,324 21,527 70,113 9,224 54,515 6,943 66,089 6,100 74,799 





－ 11 － 
家電品小売店の大規模化傾向は、売場面積規模別の分析からもみることができる。まず
規模別の店舗数シェアの推移でみると、家電３社が販売チャネルの拡大を急いだ時期でも




ている。また、00 年代では 300 ㎡以上クラスの店舗が倍数で増加をしている。特に 00 年
代半ば以降には、1,000 ㎡以上クラスの店舗も大幅に増加している。 
 
表５ 家電製品小売業の売場面積規模別の推移 単位：億ウォン 
  
1986 年 1996 年 2001 年 2005 年 2009 年 
店舗数 年販 店舗数 年販 店舗数 年販 店舗数 年販 店舗数 
10 ㎡未満 8,900 3,296 999 950 353 296 294 436 
1,346 
10～30 3,633 6,446 6,046 5,770 1,924 2,061 1,377 1,638 
30～50 449 2,414 6,287 10,470 2,264 3,890 1,506 2,384 776 
50～100 164 1,300 5,965 22,309 2,695 9,471 1,551 4,167 1,891 
100～300 33 773 2,093 19,847 1,424 15,940 1,073 10,414 947 
300～1000 5 97 227 10,767 522 20,603 1,024 37,027 1,007 
1000～3000 － － － － 39 2,170 115 9,728 93 
3000 以上 － － － － 3 84 3 295 40 
  小売計 13,184 14,326 21,517 70,113 9,224 54,515 6,943 66,089 6,100 
（出所）韓国統計庁『商業統計表』各年および『卸小売業調査報告書』2009 年より作成。 
 
表６ 通信機器小売業の売場面積規模別の推移 単位：億ウォン 
  
2001 年 2005 年 2009 年 
店舗数 年販 店舗数 年販 店舗数 
10 ㎡未満 452 356 555 858
6,079 
10～30 3,570 3,354 3,936 6,250
30～50 3,631 6,655 3,809 10,248 6,134 
50～100 2,375 11,088 2,789 17,406 5,651 
100～300 638 7,424 840 16,983 2,079 
300～1000 50 1,164 79 4,712 382 
1000 以上 10 242 1 - 10 
小売計 10,726 30,283 12,009 56,457 20,335  
（出所）表５と同じ。 
－ 12 － 
次に、規模別の年間販売額のシェアの推移において特記すべき点は、2000 年以降に 300
㎡以上クラスのシェアが最も高くなっていることである。1996 年に 15％だった同クラスの





サムスン電子の大型直営店「デジタルプラザ」（売場面積 200～250 坪）は 2011 年末に全






















－ 13 － 





























































































－ 14 － 
表７ サムスンとＬＧの直営店の業績と代理店数の推移 単位：億ウォン 
  2000 年 2001 年 2002 年 2005 年 2010 年 2011 年 
サム 
スン 
直営店数 192 225 262 － － 295 
売上高 5,845 8,010 10,415 9,231 17,294  18,506 
営業利益 140 219 151 36 -9  53 
代理店数 987 900 829 － － 320 
ＬＧ 
直営店数 73 126 165 182 224  268 
売上高 3,676 6,090 9,460 5,983 11,616  13,987 
営業利益 -35 -141 -179 45 -10  106 
代理店数 1,019 921 798 － － 250 
（出所）各社事業報告書および監査報告書をもとに作成。 
（注）2005 年以降サムスンは直営店と代理店数を、ＬＧは代理店数を公表していない。2011 年
サムスンの直営店数は電子新聞（2012 年２月 7 日付）、両社の代理店数は毎日経済新聞社


















子の大型直営店「ベストショップ」は、2011 年で 268 店あり、伝統的な代理店もかつては
－ 15 － 














入ることとなった。そして、最近の新聞報道などによると、2012 年 7 月、ハイマートは、
筆頭株主である有進を含む主要３株主が合わせて 65.25％（１兆 2,480 億ウォン）の保有株
を、ロッテショッピングに売却することで合意し、店舗名もロッテハイマートに順次変更
していくことが明らかになった22。 
ハイマートの店舗規模は 200 坪～1000 坪と幅があるが、まちはずれ（郊外を含む）に立










－ 16 － 
表８ ハイマートの業績推移 単位：億ウォン 
 2000 年 2001 年 2005 年 2010 年 2011 年 
売上高 11,191 14,863 19,812 30,467 34,003 
営業利益 -161 241 994 2149 2581 



























－ 17 － 
表９ 電子ランドの業績推移 単位：億ウォン 
 2000 年 2005 年 2008 年 2009 年 2010 年 2011 年 
売上高 4,714 5,029 6,606 6,105 5,447 5,349 
営業利益 109 24 24 -42 -63 -5 


























－ 18 － 
スが多く。ロッテマートなどの大手割引店では液晶テレビのＰＢ化も行っており27、ハイ
マートを傘下におさめることになったことと相俟って、波乱要因になる可能性を秘めてい
る。韓国ナンバーワン割引店チェーンであるＥマートも、2011 年 10 月に 32 インチＬＥＤ

























































































































（出所）Vargo, Stephen L. and Lusch, Robert F. [2004]“Evolving to a New Dominant Logic for Marketing,”
Journal of Marketing, Vol.68 (January) pp.1-17. 














いえる。李センター長の話よると、前任の中規模のセンターでは従業員 59 人のうち 27 人
が内勤、32 人が外勤で、センター長と技術長の２人以外の 57 人が協力会社の社員であり、
１日およそ 500 件を扱い、修理対象品目の内訳は洗濯機 20％、冷蔵庫 20％、テレビ・ＰＣ
などが 60％であったという35。 
サムスン電子サービスは、1998 年にサムスン電子のサービス事業部から分社しており、



























表 11 サムスン電子サービスの業績推移 単位：億ウォン 
 1999 年 2000 年 2005 年 2009 年 2010 年 2011 年 
売上高 2,539 3,265 5,009 6,687 8,047 9,049 















を採ったことがある。年会費が 20 万ウォンのシルバー会員には、月 1 回訪問してテレビ、








－ 23 － 
表 12 家電製品および通信機器修理業の事業所数の推移 
 
2000 年 2005 年 2010 年 
事業所数 個人 法人 事業所数 個人 法人 事業所数 個人 法人 
通信装備修理業 272 187 85 571 372 199 688 372 316 
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2 中央日報（2012 年４月 28 日付）。 
－ 24 － 
                                                                                                                                    
3 韓国の経済成長に財閥が果たした役割に関しては、深川由紀子［1997］第３章を参照。 
4 伊藤元重［2012］180-181 頁。 
5 朝日新聞 Web 版（2012 年６月 18 日付）。 
6 ジディネット・コリア（2012 年７月７日付）。 
7 同上。 
8 伊藤元重［2006］22-23 頁。 
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のマーケティング・チャネル戦略の視点から発展させたものである。 
10 韓国経済新聞社［2002］3 頁。 
11 松下電器産業（現パナソニック）が 1964 年、静岡県熱海市のホテルで開いた「全国販売会社・代
理店社長懇談会」。大半が赤字に陥っていた販売会社・代理店を建て直すために地域販売制、事業部
直販制、新月賦販売制度など種々の改革を行ったことで知られる。 
12 サムスン電子［2009］230 頁。 
13 サムスン電子［1999］412-418 頁。 
14 同上 529-532 頁。 
15 韓国の商業統計分析に関しては、趙[2003]、[2007]に詳しい。 
16 サムスン電子韓国統括経営革新部長（千東岩）の聞き取り調査による（2010 年 10 月）。 
17 毎日経済新聞（2011 年４月 11 日付）。 
18 ヤン・ユンジュ［2000］160 頁。 
19 韓国経済新聞（2012 年 7 月 25 日付）。 
20 注 14 と同じ。 
21 ＬＧ電子戦略企画室チョ・ヒョプ上級マネジャーおよび同キム・ジウォン氏の聞き取り調査によ
る（2010 年 10 月）。 
22 電子新聞（2011 年９月５日付）。 
23 矢作敏行［1991］。 
24 電子ランド流通企画室ベ・ボンギュン次長の聞き取り調査による（2010 年 12 月）。 
25 ここでの論述はロッテ・デジタルパーク清涼里店ユン・ヨンオ家電チーム部長の聞き取り調査に
よる（2010 年 11 月）。 
26 中内功［1969］42 頁。 
27 朝鮮ビーズ（2012 年 8 月 11 日付）。 
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31 同上書、501-505 頁。 
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